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コーポレート・ガバナンス体制の概要

役員一覧（2016年7月1日現在）

取締役会
　原則として毎月1回開催し、経営上重要な事項について審議を行う
とともに、業務執行状況や安全に関する事項、企業倫理に関する事
項などについて、適時、適切に報告を受けることにより、職務執行に
ついて監視・監督を行っています。

経営会議
　代表取締役、業務執行取締役、本社内執行役員及び技術理事で
構成され、原則として週1回開催し、経営の基本的事項を審議して
います。

監査役及び監査役会
　監査役については、監査役会で策定した監査の方針、監査計画に
基づき、取締役会そのほか重要な会議への出席や支社・直接部門へ
の往査などを行い、また、必要と思われる事項について各取締役など
から個別聴取を行うなど、取締役の職務の執行を監査するとともに、
必要な助言・勧告などを行っています。子会社などに対しては、往査の
ほか、必要に応じてその業務及び財産の状況を調査しています。ま
た、監査役会を定期的(毎月1回以上)に開催し、監査に関する重要な
事項について報告を受け、協議・決定しています。更に、監査役に直属
する組織として監査役室を設置し、監査役の職務を補助すべき専任
の使用人を配置するとともに、監査役室に所属する使用人は、監査役
の指揮命令下でその職務を遂行しています。

　当社は、経営の健全性・透明性及び効率性を確保するため、独立
社外取締役5名を含む取締役14名で構成する取締役会が、独立社
外取締役からの豊富な経験や専門的な知見に基づくアドバイスな
どをいただきながらの活発な議論などを通じて、適時、適切な意思
決定、実効性ある監視・監督を行っています。今後も更に実効性の高
い取締役会をめざして必要な取り組みを進めていきます。監査役会
については、独立社外監査役3名を含む4名の監査役が、それぞれ
取締役の職務の執行を適切に監査するとともに、必要な助言・勧告
などを行っています。あわせて、意思決定や業務執行の迅速化を図
るため、執行役員への権限委譲を行っています。
　2015年6月に施行された「コーポレートガバナンス・コード」への
対応については、同コードに対する基本的な考え方・取り組み状況
を開示するとともに、同コードの趣旨を踏まえた取り組みを推進し
ています。
　また、グループ全体のコンプライアンスの向上、リスク管理などを
図るため、グループ全体の取り組み方針などを議論・決定する企業
倫理委員会などの設置、グループ経営推進体制の整備、監査体制の
充実・強化など、法令の精神に則した内部統制システムを整備する
とともに、その適切な運用に努めています。
　今後も、当社を取り巻く経営環境が変化し、厳しさを増していく中
で、必要な体制づくりに努めていきます。
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コーポレート・ガバナンス
　当社は、「企業理念」「安全憲章」のもと、企業の社会的責任を果たすとともに、中長期的な企業価値の向上及び株主はじ
め様々なステークホルダーとの長期的な信頼関係構築のため、グループ一体となってコーポレート・ガバナンス体制の適切
な整備・運用に努めています。
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※　　　　会計監査人による監査の対象範囲
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社外取締役からの

メッセージ

　JR西日本の経営の根底には、
経済社会や国民生活に安全・安
心を提供するという理念があり
ます。これには、生命保険を通じ
てお客様への保障責任を全うす
る使命を持つ日本生命と通底す
る部分があります。
　このような企業理念を守りつ
つ、かつ長期にわたってステーク
ホルダーからの信頼を確保し続けるためには、事業の健全
な発展が必要であり、それを実現する礎となるのがコーポ
レート・ガバナンスであると考えております。
　私自身が、昨今の企業不祥事の事例から学ぶのは、真に
実効性あるコーポレート・ガバナンス体制の構築には、経営
陣の高い倫理観と、現場への確かな浸透力が基本になけれ
ばならないということです。日本生命での拙い経験も踏ま
えつつ、社外監査役として、JR西日本のコーポレート・ガバ
ナンスの強化に貢献できるよう努めてまいります。

2011年4月
日本生命保険相互会社 
代表取締役社長

2015年6月
当社監査役

筒井 義信

2010年6月
当社取締役
2014年5月
学校法人追手門学院成熟社会研究所長
2015年3月
追手門学院大学地域創造学部教授
日本放送協会経営委員会委員

佐藤 友美子

社外監査役からの

メッセージ

　広範なエリアの公共交通を
担っているJR西日本は、安全・安
心は勿論のこと、環境に配慮し、
沿線の地域や社会に貢献すると
いう社会的使命があります。一方
で社会の変化に的確に対応し、
競争力を高め、収益を確保するこ
とも必要です。また、安全・安心
を担う社員が、活き活きと働くこ
とのできる、風通しの良い、創造性が発揮できる職場風土
の醸成も欠かせません。
　JR西日本が、将来にわたって、社会から信頼される企業
であり続けるためには、望ましい公共交通のあり方、展開す
べき事業領域、社会への貢献、ダイバーシティへの対応な
ど、様々な分野で、前例踏襲でない活発な議論、経営判断、
情報公開が必要になります。
　私自身は企業での経験や生活文化研究の実績など、利用
者の方に近い立場から、成長から成熟に向かう社会にあっ
て、信頼され、社会をリードするJR西日本の実現のために
発言し、役割を果たしたいと思います。




